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20年後は4分の1の労働力人口がいなくなる
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62【労働力率（右目盛り）】

労働市場への参加が進むケース

労働市場への参加が
進まないケース

労働市場への
参加が進まない
ケース

【労働力人口（左目盛り）】

労働市場への
参加が進む
ケース

(出所)2006年度は総務省統計局「労働力調査」、2012年以降はJILPT労働力需給推進研究会の推
計値を基に、雇用政策研究会にて検討を行ったもの
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共働き世帯の推移
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Ａ．仕事のための時間

Ｂ．家庭のための時間 Ｃ．自分のための時間
社会と関わるための時間

理理 想想

現 実
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ＷＬＢ憲章による目標

数値目標設定指標 現状(直近の値） 2020年Ⅰ

就
労
に
よ
る
経
済
的
自
立
が
可
能
な

社
会

就業率 (Ⅱ，Ⅲにも関わるものである）

20～64歳 74.6％ 80%
15歳以上 56.9％ 57%
20～34歳 73.6％ 77%

25～44歳 女性 66.0％ 73%

60～64歳 57.0％ 63%

時間当たり労働生産性の伸び率(実質、年
平均）(Ⅱ，Ⅲにも関わるものである）

1.7％(2000～2009年度
の10年間平均）

実質GDP成長率に関
する目標(2％を上回
る水準)より高い水準
(※）

フリーターの数
約178万人(2003年に
ピークの217万人）

124万人
※ピーク時比で約半
減

Ⅱ

健
康
で
豊
か
な

生
活
の
た
め
の
時

間
が
確
保
で
き
る

社
会

労働時間等の課題について労使が話し合
いの機会を設けている場合

52.1%全ての企業で実施

週労働時間60時間以上の雇用者の割合 10.0%5割減

年次有給休暇取得率 47.4% 70%
メンタルヘルスケアに関する措置を受けら
れる職場の割合

33.6% 100%

Ⅲ

多
様
な
働
き
方
・生
き
方
が
選
択
で
き
る
社

会

在宅型テレワーカーの数 330万人 700万人(2015年）

短時間勤務を選択できる事業所の割合
（短時間正社員制度等）

(参考）8.6％以下 29%

自己啓発を行っている労働者の割合
42.1％(正社員）

20.0％(非正社員）
70％(正社員）

50％(非正社員）

第1子出産前後の女性の継続就業率 38.0% 55%

保育等の子育てサービスを提供している
割合

保育サービス(3歳未満
児）24％(平成21年度末
見込み）

44％(2017年）

放課後児童クラブ(小学
校1年～3年）20.8％

40％(2017年）

男性の育児休業取得率 1.23% 13%
6歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関
連時間

1日当たり60分 2時間30分

数値目標の設定に当たっては、以下の数値目標との整合性を取っている。

・①～③、⑤～⑦、⑩～⑬：「新成長戦略」（2010年6月18日、閣議決定）

・①、③、⑤～⑦、⑩、⑪、⑬：「2020年までの目標」（2010年6月3日、雇用戦略対話）

・⑧：「新たな情報通信技術戦略 工程表」（2010年6月22日、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）

・⑫：「子ども・子育てビジョン」（2010年1月29日閣議決定）

※「新成長戦略」(2010年6月18日、閣議決定）において、｢2020年度までの平均で、名目3％、実質2％を上回る成長を目指す。」、

｢2％を上回る実質成長率を実現するためには、それを上回る労働生産性の伸びが必要である。」とあることを踏まえたもの。



WLB施策が企業業績に及ぼす影響(６つの仮説）
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・利用率
・利用率向上の
ための取組み、
環境整備

両立支援施策 制度運用
生
産
性
の
向
上

【仮説1】優秀な人材が応募してく
るので人材確保が容易になる
（大卒女性の確保など）

【仮説２】家庭や個人の事情等を
理由にする従業員の離職が減る

【仮説３】利用者が家庭の事情に
煩わせれることなく仕事に集中で
きる（Ｗ・Ｌｺﾝﾌﾘｸﾄの低減）

【仮説４】利用者の仕事に対する
意欲が高まる

【リテンション仮説】

・新規採用・訓練コストの節約

・長期的な人材育成が可能（ス
キルの定着）人材への投資拡
大

・能力に応じた人材活用や登
用が進む（職域分離の解消、
女性管理職の増加）【モチベーション仮説】

【仮説５】利用者以外の従業員
の仕事に対する意欲が高まる

・子育て・介護関
連の両立支援策
・多様な働き方

・両立支援を重視する労働者の増
加
・従業員構成（性別、家庭責任）
・仕事特性
・マネージャー特性

【人材確保仮説】
・内部労働市場の機能の強さ
・従業員の組織コミットメントの
重要性

・従業員の制度認知の状況
・制度設計（制度利用者に対する適切
な処遇）
・制度がカバーする範囲の広さ、制度
の柔軟性

促進要因５

・両立支援策の業界の実
施状況
・両立支援を重視する労
働者の増加

促進要因2
促進要因１

促進要因３

促進要因４

企
業
業
績

・景気動向
・業界動向
・為替の変動
・技術開発　など

【その他の要因】

【仮説６】両立支援策を導入、運
用することで、業務運営上の無
駄がなくなり効率的になる

【業務運営効率化仮説】

・従業員の組織コミットメントの重
要性
・自律した仕事

促進要因６
・効率的な業務運営を評価す
る仕組み

男女雇用機会均
等施策の実施

ニッセイ基礎研究所「両立支援と企業業績に関する研究会報告書」（2006）
9



財務データ ファミフレ度

均
等
度

（百万円）

103.8

3.89

61.4

1.42

86.1

2.29

65.3

3.40

一人当売り上げ

一人当経常利益

(百万円）
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出所）学習院大学経済経営研究所『経営戦略として
のワークライフバランス』



性別学歴別労働力率
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資料）社会保障人口問題研究所「出生動向基本調査」

第一子出産後の継続就業割合
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都市部とそれ以外の地域の待機児童数

利用児童数（％） 待機児童数（％）

7都道府県・指定都市・中
核市

1,083,081人
(52.1%)

22,107人
(84.1%)

その他の道県 997,033人 (47.9%） 4,168人 (15.9%)

全国計
2,080,114人
(100.0%)

26,275人
(100.0%)



年齢区分別の待機児童数

22年利用児童数
(％)

22年待機児童数
（％）

低年齢児(0～2歳) 742,085人 (82.0%) 21,537人 (82.0%)

うち0歳児 99,223人 (4.8%) 3,708人 (14.1%)

うち1・2歳児 642,862人 (30.9%) 17,829人 (67.9%)

3歳以上児
1,338,029人
(64.3%)

4,738人 (18.0%)

全年齢児合計
2,080,114人
(100.0%)

26,275人 (100.0%)

低年齢児が全体の82.0％を占める。

そのうち、特に1・2歳児(1万7千829人)が多い。



育児休業

順送り方式

派遣
アルバイト

キャリア・パス

休 業
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短時間正社員の概要

• 短時間正社員は、その「なり方」等によって、大きく３つのタイプに分かれます。

• タイプの違いは、一つには「一時的な制度利用」か「継続的な制度利用」かという視点と、二つ目に
は、「社内からの転換」か「社外からの入職」かという視点で、下記のように整理されます

【タイプⅠ】正社員が一時的に短時間勤務をするタ

イプ

【タイプⅡ】正社員が恒常的、または期間を定めず

に短時間勤務するタイプ

入社の時点から、フルタイム正社員で

はなく短時間勤務として採用されるタイ

プ

【タイプⅢ】パートタイマーなどが、短時間勤務のま

ま正社員になるタイプ
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将来: 多様で柔軟な働き方のイメージ

ﾊﾟｰﾄ・派遣

正社員

企業とのつながり、柔軟性

高

高低

低

多様化

改善

X 軸:賃金、雇用保障など
Y 軸: 企業とのつながり、柔軟性

賃金など
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男性の育児休業と仕事

N
やりが
い

達成感 成長感 必要性
業績貢
献

職場満
足

制度あり本人
利用あり

21 3.95 3.90 3.86 4.14 3.95 3.67 

制度ありまわ
り利用あり

510 3.51 3.57 3.55 3.68 3.55 3.10 

制度あり利用
無し

479 3.37 3.39 3.38 3.51 3.46 2.94 

制度なし 369 3.10 3.21 3.09 3.44 3.44 2.61 

わからない 238 3.23 3.32 3.26 3.37 3.31 2.86 

161
7

3.34 3.40 3.36 3.53 3.47 2.91 



就業形態別にみた性、年齢、学歴、職業、産業、企業規模の比率

性別 総数 正規 パート
アルバイ

ト
派遣社
員

契約社
員

嘱託 その他

総数
（割合）

100.0% 64.5% 16.6% 7.7% 3.0% 4.2% 2.0% 2.0%

男 100.0% 80.1% 3.1% 6.9% 2.1% 3.9% 2.2% 1.7%

女 100.0% 44.8% 33.8% 8.6% 4.2% 4.6% 1.7% 2.3%

資料）就業構造基本調査(2007年）
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ダイバーシティ

WLB

リーファミリー・フレンド



在留資格別外国人の推移



2006
平成18

2007
平成19

2008
平成20

2009
平成21

2010
平成22

2011
平成23

2012
平成24

2013
平成25 年度

62歳

63歳

64歳

65歳

施
行

改正高年齢者雇用安定法による高年齢者雇用確保措置の義務付け

①定年の引き上げ
②継続雇用制度の導入(労使協定により基準
を定めた場合は、希望者全員を対象としない制度も可）
③定年の定めの廃止

いずれかの措置
(高年齢者雇用確保措置）
の実施義務

義
務
年
齢

定年の引上げ、継続雇用制度の年齢は、
年金支給開始年齢の引上げに合わせて、
2013年度までに段階的に実施
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男性高年者（55-64歳）の労働力率の推移（2002-2009年）



継続雇用者の勤務形態

資料）厚生労働省「高年齢者雇用実態調査」 2008年



介護の問題を突破する
１）要介護状態にならないように

できるだけ長い年齢まで働く場があれば、要
介護状態になりにくい？

２）要介護状態になったとき

・介護者—介護休業、介護短時間勤務など
ＷＬＢ施策→介護経験からの技能向上（介護
ビジネス）だけでなく人間としての向上

介護保険の利用

・要介護者 ｰ 都市における「バリアフリ－」
社会



10.3

9.9

9.5

9.4

10.7
12.2

14.1
13.8

12.9

13.9

15.7

15.2
15

15.3
15.1

15
14.6

13 12.1

8.8

8.2 7.6
7.8

8.8

10.6

11

10.4
9.8

11.3

11.6

11.3

10.8 11 11.8
11

10.3

7.4
6.8

6.6 7.1

8.4

9.1

8.5
8.3

9.3

9.1

9.2
8.9

8.9
9.1

8.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

1990 91 91 93 94 95 96 97 98 99 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

3年目

2年目

1年目

新規大卒労働者の勤続年数別離職率



年齢階級別フリーター数の推移
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出所）労働経済白書



「湯元榊原館」の高齢者活用

紫式部もつかったという三重県の温泉地の
元湯旅館。

1995年に65歳定年、現在は希望者全員が
70歳まで、嘱託、パート、臨時社員として雇
用。70歳を超えても再雇用はある。
たとえば温泉湯の管理をする湯守では74歳
の高齢者が若手社員とともに働き、スキルを
伝承している。この若手と高年齢者による「グ
ループ就労」は社長の経営方針で、若手の定
着率の改善をめざすものである。

60種類以上の勤務シフトを用意し、高齢者
が働きやすくなるよう工夫している。


